
























































The Scope of Objects and Accessories with Effective Mortgages (5)
Cases and doctrines seem to hold a consistent opinion with respect 
to the scope of objects with effective mortgages. However, I believe 
that this opinion may not adequately meet the ever-evolving 
realities of the society. In this paper, I reconsider this problem by 
exhaustively reviewing precedents about the scope of objects with 
effective mortgages; moreover, I disclose my perspective about the 
issue, alongside confirming the current precedents and theories. 
Subsequently, I consider the relationship between mortgage setting 
agreements and the range of effective mortgages. On the basis of 
the findings of this study, I organize the theories related to the scope 
of objects with effective mortgages and provide an overall review. 
Finally, I summarize this paper.
キーワード：抵当権の効力の及ぶ目的物の範囲，付加一体物，付合物，従物，抵当権設定契約
Key words：  Article 370 of the Japanese Civil Code, the scope of objects with effective 
mortgages, accessory, appurtenance, mortgage setting agreements
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【31】，【36】，【37】，【38】，【39】 で は， 抵
当建物の登記の表示と抵当建物の現況との一
致について触れることなく，接着して建築さ
れた建物や増改築部分に抵当権の効力が及ん
でいるかどうかという実体法上のレベルで判
断されている。なお，【31】は，抵当建物の
登記に至る所有者側の事情も考慮すべきであ
─ 43 ─
抵当権の効力の及ぶ目的物の範囲について（5）
る，とする。
　抵当権設定後に，増改築部分に独立した登
記が経由された場合，抵当権侵害が問題とな
りうる。
 （続）
（※） 拙稿「抵当権の効力の及ぶ目的物の範囲につい
て（4）」北星論集59巻1号7頁「（ハ）建物の増築・
改築のケース」となっているが，「（ロ）」の誤り
である。
108） 風間鶴寿「判批」法時37巻6号81頁，田中整爾「判
批」民商53巻2号289頁，瀬川信久『不動産附合
法の研究』（有斐閣，1981年）267頁，平田健治『不
動産附合の判例総合解説』（信山社，2009年）
46頁以下。
109） 瀬川『不動産附合法の研究』268頁，柚木馨・
高木多喜男編『新版　注釈民法（9）』（有斐閣，
1998年）95・96頁〔山崎寛〕。
110） 瀬川『不動産附合法の研究』272頁，柚木・高
木編『新版　注釈民法（9）』96・97頁〔山崎〕。
111） A建物の登記簿には，2個の附属建物の記載が
あったようだが，取り壊したか，崩れてなくなっ
たか明らかではないが，既に存在していなかっ
た。
112） 瀬川『不動産附合法の研究』274頁，柚木・高
木編『新版　注釈民法（9）』97・98頁〔山崎〕，
鶴巻暁「3　抵当権の効力の及ぶ範囲」（小林明
彦・道垣内弘人編『実務に効く担保・債権管理　
判例精選』ジュリ増刊）24・25頁，27頁。鶴巻
によれば，増改築部分の既存建物への付合の判
断基準として，「増築部分から従前の建物を通
行することなく直接外部に出ることができるか
否か」という「外部通行性」が指摘される。本
判決では，建物（二）に外部通行性があるが，
建物（二）の増築の際に，建物（一）の階段が
取り外され，建物（二）の階段を使わなければ
ならなくなったことが，付合の判断基準とされた，
とされる。
113） 柚木・高木編『新版　注釈民法（9）』98頁〔山
崎〕。
114） 織田博子「判批」ジュリ増刊『担保法の判例Ⅰ』
35頁。
115） 附属建物とは，ある建物に附属する建物で，表
題登記がある建物と一体のものとして，一個の
建物として登記される建物をいう（不動産登記
法2条23号，山野目章夫『不動産登記法』（商事
法務，2009年）207-209頁を参照）。附属建物の
認定，主たる建物の抵当権の効力が附属建物に
及ぶかどうか，という問題については後述する。

